
�内部統制の基本的な考え方
　ローソングループの事業は、コンビニエンス
ストア事業を中核として、高品質スーパーマー
ケット事業、エンタテインメント関連事業、金融
関連事業、電子商取引事業及びコンサルティン
グ事業を組み合わせた幅広いものであり、また
すべての都道府県、さらには海外における多数
の店舗で多種多様な商品・サービスを提供して
いるため、遵守すべき法令等や想定・対応すべ
きリスクも多岐にわたるという特性をもってい
ます。このような事業特性のもとで、健全で持
続的な成長を目指すために、「内部統制システ
ムの整備の基本方針」を定めています。本方針
に基づく内部統制システムの整備を進めるとと
もに、経営環境の変化などに応じて、本方針自
体についても定期的な見直しを行い、実効的か
つ合理的な内部統制システムの整備に努めて
います。
　2019年度における「内部統制システムの整
備の基本方針」の主な改定ポイントは下記の通
りです。

■�関係会社の業務の適正を確保するための体
制の強化

　関係会社管理体制が仕組みとして構築され
ており、その仕組みを適切に運用するための取
り組みを強化することを明確に規定しました。

内部統制

●内部統制システムの概要 （2019年6月1日時点）
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　ローソンでは、『ローソングループ企業行動
憲章』及び『ローソン倫理綱領』に基づいたコン
プライアンス・リスク管理体制を整備していま
す。行動規範、教育・研修、コミュニケーション
機能、モニタリング活動を有機的に関連させな
がらPDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクル
を回し、高い倫理観と誠実さと思いやりをもっ
て行動する「よき企業市民」を目指しています。

行動規範の策定
　「ローソン倫理綱領」「ローソングループ個人
情報保護方針」「ローソングループ取引方針」

などを制定し、グ
ループ全体で適
正に業務を遂行
するよう取り組ん
でいます。また、
これらをまとめた

「ローソングループC&Rハンドブック」を発行
し、全従業員に配布して周知に努めています。

推進者の設置
　コンプライアンスの推進・定着及びリスク管
理を推進するため、責任者として「CR（コンプラ
イアンス・アンド・リスクマネジメント）管掌」を
任命しています。また、各本部・エリアに「CRO

（コンプライアンス・アンド・リスクマネジメン
ト・オフィサー）」を設置し、施策推進の旗振り
役として、自部署のコンプライアンス施策やリ
スク対応策を策定・周知・実行し、社会規範の
遵守を重視する風土づくりを推進しています。

教育・研修の充実
　ローソンでは、毎年全従業員を対象とした

「コンプライアンス&リスク管理研修」を実施
し、倫理意識や危機対応能力のさらなる向上を
目指しています。また、入社時や管理職登用時
の研修、職種別の研修、経営層に対する年2回
の外部講師によるコンプライアンス研修を実
施することにより、体系的な学習ができる教育
体制を整備しています。これらの研修をリスク
状況の変化に応じて内容を見直しながら継続し
て実施することにより、あらゆる職位・職種の
従業員が問題点を共有化して業務改善へとつ
なげるよう取り組んでいます。

相談・通報窓口の設置・周知
　ローソンでは、人事部門が相談を受け付ける
セクハラ・パワハラ専用の窓口や法務部門が
業務上の法律相談を受け付ける窓口のほか、
その他のコンプライアンス・リスク管理上の相
談や内部通報を受け付ける相談窓口を設置し
ています。また、弁護士事務所等の外部機関に

「ローソングループ社外相談・通報窓口」を設
置しているほか、お取引先の従業員の方や店舗
クルーが匿名性を保って相談できる体制も整
えています。
　また、上記窓口の認知度・理解度の向上を図
るため、周知活動を強化しています。

運用管理・モニタリングの強化
　CR管掌のもとに専任スタッフからなるコン
プライアンス・リスク統括室及び情報セキュリ
ティ統括室を設置しています。コンプライアン
ス推進・定着及びリスク管理の担当部署として、
組織横断的なコンプライアンス・リスク管理委
員会会議及び情報セキュリティ委員会会議の
事務局となり、各部署にて実施している施策の
進捗管理をしています。なお、コンプライアン
ス・リスク管理委員会会議のもとに4つの小委
員会（品質・衛生小委員会、BC小委員会、エリ
ア防犯・防災小委員会、CSV小委員会）を別途
設置して、重点施策の進捗管理を行い、リスク
の予防を図っています。
　また、監査部門と連動し、随時コンプライア
ンス監査の結果報告を受けながら、施策の徹
底指導や改善提案を行っています。

　モニタリング活動としては、全従業員を対象
とした意識調査のほか、商品の納入や店舗建
設などのお取引先を対象にしたアンケートを継
続して実施するなど、広い視野に立ったコンプ
ライアンス体制の見直し・改善を行っています。

グループ会社の連携を強化
　グループ会社にもコンプライアンス及びリ
スク管理の責任者を設置しており、関係会社
コンプライアンス責任者会議を開催していま
す。また、倫理綱領の策定や研修によって従業
員の意識向上を図るほか、ローソンで行ってい
る従業員意識調査やお取引先アンケートをグ
ループ企業でも実施しています。このほかに
も、ローソンの監査部門によるグループ会社の
業務監査やグループ監査役会の開催などを通
じて、ローソングループとしてコンプライアン
ス、リスク管理体制及び情報セキュリティ体制
の改善などに向けた指導・助言なども行ってい
ます。

ローソンのコンプライアンス・リスク管理体制

「ローソングループC&Rハンドブック」

グループ役員研修

●管理体制図
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緊急事態への準備と対応 緊急事態後の見直し
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「レジリエンス認証」
国土強靭化に貢献する事業者としてローソンが認定
政府の内閣官房国土強靭化推進室は、国土強靱化の趣旨に賛同し、日ごろから大規模自然
災害等に備え事業継続に関する取り組みを積極的に行っている事業者を「国土強靱化貢献
団体」として認証する「国土強靭化貢献団体認証（レジリエンス認証）」制度を創設し、2016
年2月「国土強靭化貢献団体の認証に関するガイドライン」を制定しました。
ローソンは、内閣官房国土強靭化推進室から上記ガイドラインに規定する「認証組織の要件」
に適合する旨の確認を受け、一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会よりコンビニエ
ンスストアで初めて国土強靭化に貢献する事業者として認定されています。

事業継続のために 大規模災害への準備と対応

�事業継続（BC）の基本方針と目的
　ローソンでは、重大な被害を伴う緊急事態が
発生した場合においても、人命の安全確保を
前提に、重要な業務を中断させず、あるいは事
業活動が中断しても速やかに重要な機能を再
開して、顧客満足度や企業価値の低下などを
回避することを目指しています。
■事業継続（BC）の主な3つの目的
●�｢マチのライフライン」としての使命を果たす
できる限り店舗を営業し、お客さまに商品・サービ
スを提供し続けることを目指します。
●フランチャイズ（FC）ビジネスの継続
事業を復旧する方法を具体化して、FC本部として
必要な業務レベルを保ちます。
●適正な利益の確保
企業の存続に必要な適正な利益を確保するため、
緊急事態が収益に与える影響や社会情勢等を考慮
した対応策を定めています。
　この基本方針や目的を実現するため、具体
的な手順等を事業継続計画（BCP）としてまと
めるとともに、この計画に沿った事業継続体制
を構築し、維持・改善していくことを重要な経
営課題として取り組んでいます。

事業継続能力を向上する仕組み
　さまざまな危機に敏感に対応する組織風土
を維持するためには、対応能力を向上する取り
組みが必要です。ローソンでは、オフィス建物
やライフラインといった「ハード」面、BCPやマ
ニュアルといった「ソフト」面、従業員やFC加盟
店の「スキル」面、それぞれの側面を常に見直
し、改善していくことにより、企業全体の危機
対応能力の向上に努めています。

災害対策及びBCPマニュアルの策定
　ローソンでは、災害対策規程に基づいて、災
害対策への考え方と災害時の従業員と組織の
行動基準を定めた災害対策マニュアルを策定
しています。災害対策マニュアルには「共通編」

「初動編」「緊急対策編」があり、全従業員全
組織における災害レベルに応じた対策の対応
ルールと手順が記載されています。
　また、事業継続計画書に基づいて、本部機能
に重大インシデントが発生した際に当社のフラ
ンチャイズ本部としての重要業務を継続させる
ため、組織の行動基準を定めたBCPマニュアル
を策定しています。BCPマニュアルには事業計
画基本計画、首都直下地震や新型インフルエ
ンザに関する行動計画が記載されています。

　大規模な災害が起こったときには、まずFC
加盟店及び本部従業員の安否確認対策を重視
しています。年3回全社で実施している訓練で
は、電話・メール・災害用伝言ダイヤル・自社
の安否確認システムなどのさまざまな手段を
体験することで、万一の際にも各人がスムーズ
な対応を取れるようにしています。店舗には、
災害時に必要となる備品や対応マニュアルを
配備しています。
　災害時には、本社、エリアオフィス、被災エリ
アを管轄する支店の3ヵ所に災害対策本部を迅
速に立ち上げます。さらに災害状況をリアルタ
イムで確認できる災害情報地図システムなど
を活用して、店舗や製造工場、配送センターな
どへの支援を実施し、被災エリアの店舗が早期
に営業再開できるように対応します。

　ローソンでは、「品質・衛生管理」、「情報セキュ
リティ」、「災害対策」、「防犯対策」に重点を置
き、緊急事態の発生に備え、迅速な問題解決を
図る体制を整備しています。
　平常時には、コンプライアンス・リスク管理
委員会会議及び情報セキュリティ委員会会議と
4つの小委員会を開催し、リスクの評価やリス
ク回避策の立案・推進を行い、リスクの予防を
図っています。
　重大リスク発生時には、緊急リスク管理委員
会を組織して迅速な問題解決を図り、ダメージ
の最小化に努めています。また、問題収束後は
リスク発生要因を分析し、施策の見直し・改善
を行って、再発防止へとつなげています。
　さらに、重大な被害を伴う緊急事態が発生し
た場合であっても、重要な業務を中断させない
事業継続（BC）体制をとることができるよう、事
業継続計画（BCP）の策定や減災対策の実施な
どに取り組み、危機対応能力の向上に努めてい
ます。

緊急事態への対応

災害対策マニュアル

災害情報地図システム
24時間365日有人体制で監視・収集する災害情報をリアルタ
イムで地図に描画する総合災害情報地図システム

BCPマニュアル

コーポレート・ガバナンス
コンプライアンス・リスク
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　災害発生時に被災自治体と相互協力し、「マ
チのライフライン」としての機能を果たすこと
ができるよう、物資調達や帰宅困難者支援に関
する協定の締結を進めています。
＜災害時物資供給協定の締結先＞
●自治体：47都道府県 20市区
●その他：東京消防庁、陸上自衛隊
●公共交通機関等：10機関
●電力会社：4社
＜帰宅困難者支援協定の締結先＞
●自治体：43都道府県 10政令都市

（2019年6月1日時点）

｢災害対策基本法」に基づく指定公共機関
に指定
2017年7月1日付で、内閣総理大臣の指定を受け、

「災害対策基本法」第2条第5号に基づく指定公
共機関となりました。
平時には防災業務計画の策定や防災訓練の実施、
物資や資材の備蓄等により、災害予防・応急対策・
復旧などにおいて重要な役割を果たせるよう、関
係官公庁との緊密な連携に努めてまいります。

災害発生時における自治体との連携 情報セキュリティ体制の向上

店舗の防犯対策

　お客さまの大切な個人情報を扱う際には、案
件・施策ごとに具体的な収集方法や保管方法、
保有期間や管理責任者などを定め、事前に専
門部署のチェックを受けた上で実行に移す体制
を整備しています。
　個人情報の保管業務を外部へ委託する際に
は、事前に当該機関のセキュリティ体制を細か
くチェックし、ローソンが求める条件を満たした
機関にのみ管理業務を委託しています。

　さらに年に1回は、その条件が維持できてい
るかを立ち入り、または書面で検査を行ってい
ます。
　そのほか、内部監査部門による情報セキュリ
ティ監査、外部専門企業によるオフィスセキュリ
ティの調査、情報システムの脆弱性診断など、
情報セキュリティ体制のほころびが生じないよ
う、さまざまな角度でチェックを行っています。

防犯対策の取り組み事項
1. 防犯カメラの設置推進
全店に防犯カメラを設置することで、犯罪発生の抑
止効果を高め、万一の事件発生時には、犯人検挙な
どの捜査に協力しています。また、防犯カメラシステ
ムをデジタルタイプに切り替えることにより、画質が
鮮明になり、録画機能も向上しています。

2. クルー教育のための環境整備
POSレジやストアコンピュータに防犯に関する注
意喚起を配信するほか、クルーの教育に活用でき
る防犯DVDを店舗へ配信。防犯セルフチェックリ
ストなどのツール・マニュアルを整備しています。

3. 巡回時の防犯指導の強化
通常の店舗巡回の他、防犯・深夜巡回で防犯指導を行い、
FC加盟店の意識向上につなげています。

4. 防犯訓練の実施
警察署の指導のもと、強盗犯に遭遇した際の対処方法を学
んだり、カラーボール投てき訓練を行ったりしています。
近年は特殊詐欺防止訓練も行っています。

　個人情報保護を進めるため、「ローソング
ループ個人情報保護方針」を制定しています。
その内容を具体的に理解・実行できるように、
店舗で起こりうるミス・クレームとその具体的
な対処法を店舗の各種マニュアルで周知し、意
識の向上を図っています。本部従業員に対して
は「情報セキュリティガイドブック」として遵守す
べき事項をまとめるとともに、従業員一人ひと
りが確実に実践できているか、定期的なチェッ
クを行っています。

　店舗では身の安全を最優先に行動し、明るく元気な声であいさつをするなど、防犯を常に意識して行動するように、教育を行っています。本部として次
のような対策に取り組むほか、各警察及び一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会に働きかけ、コンビニエンスストア業界全体として防犯対策に
取り組んでいます。

強盗・防犯対策DVD防災訓練（2018年3月11日実施） 防犯セルフチェックリスト 強盗犯への対応訓練 カラーボール投てき訓練

■	災害時物資供給協定及び帰宅
	 困難者支援協定の締結
■	災害時物資供給協定の締結

※地図には都道府県単位での締結状況のみ記載しています
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